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資料２



我が国の原子力損害賠償制度の概要 原子力委員会ホームページ
より抜粋

出典：内閣府原子力委員会 第１回原子力損害賠償制度専門部会（平成27年5月21日）資料１－６「我が国の原子力損害賠償制度の概要」より抜粋
http://www.aec.go.jp/jicst/NC/senmon/songai/siryo01/siryo1-6.pdf 2



(※1)  第6回東京電力改革・１F問題委員会において公表された「有識者ヒアリング結果報告」を引用したもの。経済産業省として評価したものではないことに留意。
(※2) 「管理型積立金制度」及び送配電事業合理化分を事故廃炉事業に優先的に充当する措置を講ずる。
(※3) 別途、廃炉の研究開発に、平成28年度補正予算までの累計で0.2兆円がある。
(※4)  原賠機構法による負担金は、各事業者が事故への備えとして納付しているものであるが、現状では、1F事故賠償に係る資金に充てられている。これを前提とした上で、上記の金額は、上段については2013年

度、下段については2015年度と同条件で負担金が設定されると仮定した試算値であり、毎年度の負担金は原賠機構において原賠機構法に基づき決定される。
(※5) 託送で回収する総額は、原賠機構法施行の前年度（2010年度）までのものについて算定し、回収が始まる2020年前の2019年度末時点までに納付することが見込まれる一般負担金を控除した約2.4兆円。そ

の上で新電力のシェア10%と想定して試算した額。40年回収とすれば、年額60億円。（託送料金0.07円/kWh相当＝一般標準家庭で18円/月）ただし、託送回収額総額が今後上がることのないよう、上限が
2.4兆円であることを、「福島復興加速化指針」（閣議決定）に明記。また、送配電部門の合理化等により、総じて「託送料金値上げ」にならない形とする。

(※6) 不足が生じた場合には、負担金の円滑な返済の在り方について検討する。
(※7)  帰還困難区域の復興拠点の整備、燃料デブリ等の取り出し以降に生じる廃棄物の処分、中間貯蔵後の除去土壌等の最終処分等に要する資金は含まれない。
(※8)  別途、東電の自己資金で除染を実施する0.2兆円分（原賠補償法に基づく補償金相当）がある。

交付国債枠：９兆円 → 13.5兆円

廃炉・汚染水（※1） 賠償（※4） 除染 中間貯蔵 合計（※7）

金額

2.0兆円
↓（+6.0兆円）
8.0兆円

5.4兆円
↓（+2.5兆円）
7.9兆円

2.5兆円
↓（+1.5兆円）

4.0兆円

1.1兆円
↓（+0.5兆円）

1.6兆円

11.0兆円
↓（+10.5兆円）
21.5兆円

東電
2兆円
↓（+6兆円）

8兆円（※2）

2.7兆円
↓（+1.2兆円）

3.9兆円

2.5兆円
↓（+1.5兆円）
4.0兆円（※6)
(株式売却益を想定)

―
7.2兆円
↓（+8.7兆円）

15.9兆円（※8）

大手電力 ―
2.7兆円
↓（+1.0兆円）
3.7兆円

― ―
2.7兆円
↓（+1.0兆円）

3.7兆円
新電力 ― 0.24兆円（※5) ― ― 0.24兆円

国 （研究開発支援）
（※3） ― (株式売却益)

1.1兆円
↓（+0.5兆円）

1.6兆円
(エネルギー予算を想定)

1.1兆円
↓（+0.5兆円）

1.6兆円

交付国債枠：９兆円 → 13.5兆円

確保すべき資金の全体像と東電と国の役割分担
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（参考）賠償への備えの不足分について 2016年12月第6回貫徹小委員会
財務会計WG 事務局提出資料 一部加工

2011
（機構法成立）

2016
（全面自由化）

福島事故前に確保されておく
べきであった賠償への備え

 福島第一原発事故後、原子力事故への備えとして、従前から存在していた原子力損害賠
償法に加えて新たに原賠機構法が制定され、現在、同法に基づき、原子力事業者が毎年
一定額を原賠・廃炉機構に納付している（一般負担金）。

 原子力損害賠償法の趣旨に鑑みれば、本来、こうした万一の際の賠償への備えは事故以
前から確保されておくべきであったが、実際には何ら制度的な措置は講じられておらず、当然
ながら、そうした費用が料金原価に算入されることもなかった。

 その結果、福島第一原発事故以前は、賠償への備えの費用が料金に含まれていない相対
的に安価な電気を全需要家が享受していた。

 こうした中で、原賠機構法制定後、2016年４月に小売りが全面自由化され、新電力への
契約切替えにより一般負担金を負担しない需要家が増加している環境下において、受益
者間の公平性等の観点から、事故前に確保されておくべきであった賠償への備えの不足分
を託送料金の仕組みを利用することとした。

2011
（機構法成立）

2016
（全面自由化）

「賠償への備えの不足分」
のイメージ

福島事故前に確保されておく
べきであった賠償への備え
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福島復興指針について

 こうした議論を踏まえ、福島事故後に導入された、原賠機構法に基づく一般負担金に
関し、事故前に確保すべきであった賠償の備えの不足分について「福島復興を支える」
観点から、「託送料金」制度を活用する方針を2016年12月 「福島復興指針」におい
て閣議決定した。

 福島復興指針を踏まえ、2017年に制度措置（省令改正）を行った。当該措置は、
本年4月から施行。

＜原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針（抜粋）＞（2016年12月閣議決定）

（４）国の行う新たな環境整備
国は、今後電力自由化が進展していくなかにあっても、被災者・被災企業への賠償、インフラ整備・除染等の帰還に
向けた環境整備、廃炉・汚染水対策等について、中長期的かつ安定的に実施していくことができるよう、東京電力の
改革を前提としつつ、以下の環境を整備する。
被災者・被災企業への賠償については、電力自由化が進展する環境下における受益者間の公平性や競争中立性
の確保を図りつつ、国民全体で福島を支える観点から、福島第一原発の事故前には確保されていなかった分の賠償
の備え※についてのみ、広く需要家全体の負担とし、そのために必要な託送料金の見直し等の制度整備を行う。

※ 福島第一原発の事故前には確保されていなかった分の賠償の備えは、送配電事業者等にとって外生的に生ずるものであり、その制度上の取扱について
は適切に整理する。
また、回収する金額の規模は、現在の一般負担金の水準をベースに、1kWあたりの単価を算定した上で、これを前提に、2010年度までの我が国の原子
力発電所の毎年度の設備容量等を用いて算出した金額から、回収が始まる2020年前の2019年度末時点までに納付した又は納付することになると見込ま
れる一般負担金の合計額を控除した約2.4兆円とし、これを上限とする。
資金の回収に当たっては、適正な託送料金水準を維持していく観点から、年間約600億円程度を、2020年度以降、40年程度にわたって回収していくも
のとする。
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過去分の額の算定方法

 2016年に開催された電力システム改革貫徹のための政策小委員会での議論を踏まえ、
現行の一般負担金の算定方式を前提として福島事故前に確保されておくべきであった
賠償への備えは3.8兆円と算出。

 このうち、2016年度時点で、2019年度までに原子力事業者が納付することが想定さ
れる一般負担金1.3兆円を控除し、全ての需要家からの回収分は2.4兆円とされた。

2011
（原賠機構法成立）

2020
（託送回収開始）

福島事故前に確保されてお
くべきであった賠償への備え

託送回収分（Ａ－Ｂ） 約2.4兆円
B

小売回収分
約1.3兆円

設備容量（熱出力） 一般負担金／過去分金額 ＫＷ当たり単価

2015年度 約1.5億ｋＷ 約1,600億円
※日本原燃負担分（約30億円）除く

約1070円/ｋＷ
（1600億円÷1.5億ｋＷ）

1966年度
～2010年度

約35億ｋＷ 約3.8兆円
（約1070円/ｋＷ×約35億ｋＷ）

約1070円/ｋＷ

Ａ
3.8兆円

今回、この部分は全額、Ａから控除し、全て
の需要家からの回収分を2.4兆円とする

「過去分」のイメージ

過去分の規模
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電気事業法施行規則（賠償負担金 関連部分抜粋①）
（賠償負担金の回収等）
第四十五条の二十一の二 一般送配電事業者（第四十五条の二十一の四第一項の通知を受けた一般送配電事業者に限る。次
項において同じ。）は、当該通知に従い、賠償負担金（次条第一項に規定する 賠償負担金をいう。）をその接続供給の相手方
から回収しなければならない。

２ 一般送配電事業者は、第四十五条の二十一の四第一項の通知に従い、各原子力発電事業者（次条第一項に規定する原子
力発電事業者をいう。）ごとに賠償負担金相当金（第四十五条の二十一の四第一項第三号に規定する賠償負担金相当金を
いう。）を払い渡さなければならない。

（賠償負担金の額の承認）
第四十五条の二十一の三 原子力発電事業（自らが維持し、及び運用する原子力発電工作物を用いて小売電気事業、一般送
配電事業又は特定送配電事業の用に供するための電気を発電する事業をいう。以下この項及び第四十五条の二十一の六第三
項第二号において同じ。）を営む発電事業者（以下この条、次条及び第四十五条の二十一の六第一項において「原子力発電
事業者」という。）は、その運用する原子力発電工作物及び廃止した原子力発電工作物（旧原子力発電事業者（当該原子力
発電事 業者が営む原子力発電事業に相当する事業を営んでいた者をいう。以下この条において同じ。）が廃止したものを含
む。）（第三項及び第四十五条の二十一の六第一項において単に「原子力発電工作物」という。）に係る原子力損害（原子力
損害の賠償に関する法律（昭和三十六年法律第百四十七号）第二条第二項に規定する原子力損害及びこれに相当するもの
をいう。）の賠償のために備えておくべきであった資金であって、旧原子力発電事業者が平成二十三年三月三十一日以前に原価と
して算定することができなかったものを、一般送配電事業者（沖縄電力株式会社を除く。以下この条、次条、第四十五条の二十一
の六及び第四十五条の二十一の七において同じ。）が行う接続供給によって回収しようとするときは、回収しようとする資金（以下
この条及び次条において「賠償負担金」という。）の額について、五年ごとに、経済産業大臣の承認を受けなければならない。

２ 前項の承認を受けようとする原子力発電事業者は、様式第三十一の二十一の二の賠償負担金承認申請書に次に掲げる書類
を添えて、経済産業大臣に提出しなければならない。
一 賠償負担金の総額及び当該額の根拠を記載した書類
二 五年間に回収しようとする賠償負担金の額及び当該額の根拠を記載した書類
三 各一般送配電事業者ごとの回収すべき賠償負担金の額及び当該額の根拠を記載した書類
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電気事業法施行規則（賠償負担金 関連部分抜粋②）
３ 経済産業大臣は、第一項の承認の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときは、同項の承認をしなければならない。
一 賠償負担金の総額が、平成二十七事業年度の一般負担金年度総額（原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成二十
三年法律第九十四号）第三十九条第一項に規定する一般負担金年度総額をいう。）を原子力発電工作物の出力（原子
力損倍賠償・廃炉等支援機構（以下この号において「機構」という。）が平成二十三事業年度に同条第四項の認可を受けた
負担金率（同条第一項に規定する「負担金率」をいう。）の算定の基礎となる原子力発電工作物の出力（キロワットで表した
ものをいう。以下この号において同じ。）をいう。）で除して得た額、原子力発電事業者の原子力発電工作物の出力の合計、そ
れらの原子力発電工作物が平成二十三年三月三十一日までに運用されていた期間の合計及び平成二十三事業年度から平
成三十一事業年度までの原賠・廃炉等支援機構一般負担金（同項の規定によりその額が算出される負担金をいう。）の額の
合計額に照らし、適正かつ明確に定められていること。

二 五年間に回収しようとする賠償負担金の額が、賠償負担金の総額及び第一項の承認を受けた賠償負担金の額に係る回収見
込額に照らし、適正かつ明確に定められていること。

三 各一般送配電事業者ごとの回収すべき賠償負担金の額が、旧原子力発電事業者が平成二十三年 三月三十一日以前に
発電した原子力電気（原子力発電工作物を用いて原子力を変換して得られる電気をいう。第四十五条の二十一の六第三項
第二号において同じ。）の供給に係る契約の内容に照らし、適正かつ明確に定められていること。

（各一般送配電事業者が回収すべき賠償負担金の額等の通知）
第四十五条の二十一の四 経済産業大臣は、前条第一項の承認をしたときは、各一般送配電事業者に対し、次に掲げる事項を通
知するものとする。通知した事項が変更されたときも、同様とする。
一 回収すべき賠償負担金の額（前条第一項の規定により承認された賠償負担金の額を各一般送配電事業者ごとに合計した額
をいう。）

二 回収の期間
三 賠償負担金相当金（一般送配電事業者がこの項の通知に従い回収した金銭をいう。）を払い渡すべき各原子力発電事業者
の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

四 前各号に掲げるもののほか、経済産業大臣が必要と認める事項
２ 経済産業大臣は、前項の通知をしたときは、遅滞なく、同項第三号の各原子力発電事業者に対し、同項の規定により通知した
事項のうち当該各原子力発電事業者に係る事項を通知するものとする。
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